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要旨 
 本稿では、現職教員への方言教育の必要性を主張し、その指導例を紹介する。現職教員
とは、主に、義務教育学校の現役教員を指し、国語の中学校教諭及び高等学校教諭の教員
免許状を有しない者を想定している。現職教員への方言教育とは、学校教育において方言
を扱う際に指導者として身につけていたい方言に関する基礎的な知識や教養を養う教育を
いう。方言に関する基礎的な知識や教養の具体的な内容は、方言の価値やその重要性の認
識、方言と共通語との役割やそれぞれのよさの認識、方言を言語体系としてとらえること
等である。 
現職教員の方言に対する知識や教養、意識、感覚は、教員免許状取得以前の大学での教
員養成課程を経ても、また、現職教員として児童生徒へ指導を行うという経験を経ても、
個人的に特別に関心が高くない限り、それほど高くはなく一般的であるという実態がある。 
児童生徒への方言教育の目的は 3 つあるが、いずれも方言を通して国語教育の目的を達
成しようとするものである。指導者である現職教員が方言に関する基礎的な知識や教養を
有していれば、児童生徒への方言教育は「方言で教える」という視点で国語教育として成
立する。そのために現職教員への方言教育が必要なのである。 
 また、各学校における児童生徒への方言教育の質は、教育課程の編成と実施の 2 段階に
おいて向上する機会があり、そのカギを握るのは現職教員の方言（教育）に対する知識や
教養である。そのため、現職教員の方言（教育）に対する知識や教養を高める最も有効な
手立てである現職教員への方言教育は不可欠なのである。 
筆者は、教員免許状更新講習において、現職教員への方言教育を実施している。国語科
における「方言と共通語」の学習と図画工作（美術）の学習とを融合した『方言かるたづ
くり』を学習指導に取り入れる方法を現職教員に指導するものである。その現職教員への
方言教育実践は、「1.導入」「2.方言概説」「3.群馬県方言の位置づけとその特徴」「4.日本人
の方言のとらえ方の変化」「5.方言と教育」の 5 場面に分かれている。この実践を指導例と
して、使用するスライドの一部を紹介しつつ報告する。 
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１ はじめに 
 本稿では、現職教員への方言教育の必要性を主張し、その指導例を紹介する。本稿にお
ける現職教員とは、主に、義務教育学校の現役の教員を指し、国語の中学校教諭及び高等
学校教諭の教員免許状を有しない者を想定している。本稿における現職教員への方言教育
とは、学校教育において方言を扱う際に指導者として身につけていたい方言に関する基礎
的な知識や教養を養う教育をいう。方言に関する基礎的な知識や教養の具体的な内容は、
方言の価値やその重要性の認識、方言と共通語との役割やそれぞれのよさの認識、方言を
言語体系としてとらえること等である。 
 本稿の構成は、まず、現職教員の方言に関する基礎的な知識や教養、意識、感覚等の実
態について述べる。次に、現職教員への方言教育の必要性について、児童生徒への方言教
育の目的からと教育課程の編成・実施からの二つの観点から述べる。最後に、これらを踏
まえたうえで、現職教員への方言教育の必要性を主張し、筆者が教員免許状更新講習で実
践している現職教員への方言教育事例を紹介する。 
 
 
２ 現職教員の方言教育に関する実態 
本稿で規定する現職教員は、小学校教諭免許状を所有する場合、大学等で基礎資格と単
位を修得しているケースが最も多いと考えられる。その教員が、小学校教諭免許状を取得
するための「国語」に関する必修単位は２単位である。この２単位は国語科の指導法に関
する単位であり、一般的に教員養成系の大学の「初等国語科教育法」というような科目が
それにあたる。そのほか、教科に関する科目として、国語（書写を含む。）、社会、算数、
理科、生活、音楽、図画工作、家庭及び体育のうち１教科以上８単位が必要（１種免許状
の場合）であるが、国語（書写を含む。）の教科に関する科目を必ず習得するとは限らない。
本稿で規定する現職教員が中学校教諭免許状を所有する場合も、大学等で基礎資格と単位
を修得しているケースが最も多いと考えられるが、教科が国語でない限り、国語に関する
単位を修得する必要はない。つまり、大学等で小学校または中学校の教員免許状を取得し
て義務教育学校の教員となった場合、国語に関する教育は、個人的に興味関心が高くない
限り、教科教育法以外は正式にはなされていない場合が極めて多いということである。 
このような大学での教員養成課程までの現状を踏まえると、現職教員が方言に関する専
門的な知識や教養を有しているとは考えにくく、しかも方言が国語という教科の中でも「話
すこと・聞くこと」という一部の分野にしか過ぎず、学習指導要領の中で方言は１文でし
か扱われていないことを加味すると、方言に関する知識や教養を踏まえた教育課程の編
成・実施を求めることは難しいと言わざるを得ないであろう。 
次に、実際の現職教員の方言に関する知識や教養はどのようなものであるか、筆者が平
成 24（2012）年度から実施している教員免許状更新講習の講座「国語科教育と美術・図画
工作科教育の融合「方言かるた作りを通して」」の講座後のアンケート調査（過去 3 年間）
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の中から、現職教員の方言に関する知識、意識、感覚等が推測できるものを抜粋して次に
挙げる。 
 
 ・自分が知らないうちに方言を使っていたことにおどろきました。（教育事務所勤務） 
 ・方言に関する講義は驚きと発見があり、大変興味深く聞くことができました。普段
何気なく使っている言葉のなかで「えっ、それも？」という驚きは、授業の中で児
童の興味関心を高め、学修の方向づけをするのにも役立つなぁと思いました。（小学
校・5 年担任） 
 ・普段あまり気にすることもなかった方言についての知識が深まった。（小学校・理科
専科） 
 ・俚言という言葉を今回の講座で初めて知りました。（中学校・英語） 
 ・方言に対して、あまり関心はありませんでしたが講座を受けてみて、大変おもしろ
く、またまわりの先生方も熱心に受けている姿をみて、とても触発されました。（特
別支援学校・教諭） 
 ・今まで標準語と思っていた言葉がどうやらちがうということに初めて気がつきまし
た。（小学校・教諭） 
 ・方言についての歴史、区別等知ることができたことや、現在、方言を教育に取り入
れる価値を知りました。（中学校・保健体育） 
 
 ここに挙げたものは、受講後の感想のほんの一部であるが、現職教員の方言に対する知
識、意識、感覚等が、講座受講前は極めて薄かったり弱かったりするものであることが容
易に推察できよう。 
 このように、現職教員の方言に対する知識や教養、意識、感覚は、教員免許状取得以前
の大学での教員養成課程を経ても、また、教員免許状取得後、現職教員としての児童生徒
へ指導を行うという経験を経ても、個人的に言葉や言語に関して特別に関心が高くない限
り、それほど高くはなく一般的である。この現状を踏まえると、現職教員には、学校教育
において方言を扱う際に指導者として身につけていたい方言に関する基礎的な知識や教養
を養う方言教育を施す必要があることがわかる。特に、方言研究者においては、意図的、
積極的に方言教育を実施する機会を設定するべきである。ちなみに、筆者の経験から、方
言研究者は、小・中学校の教員は方言や言葉に関して高い関心と指導意欲をもっていると
漠然と考えがちである。しかし、上述のように必ずしも現職教員がそのようであるわけで
はない。方言研究者は、現職教員の方々の方言に対する知識や教養、意識、感覚は自分た
ちと同じではなく、極めて一般的であるという認識の下で、現職教員の方言教育に向き合
う必要がある。 
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３ 児童生徒への方言教育の目的から見た現職教員への方言教育の必要性 
 現職教員への方言教育の必要性を学校教育における児童生徒への方言教育の目的との関
係から述べる。 
 学校教育における児童生徒への方言教育といった場合、現職教員の中には、直感的に「方
言を教える」というイメージを持ってしまうことがよくある。そのために、自分は当該学
校地域の生まれでも育ちでもないために、方言教育はできないと最初から取り組むことを
放棄してしまうことも少なくない。しかし、現職教員に方言に関する知識や教養があれば、
児童生徒への方言教育は「方言を教える」ではなく「方言で教える」という視点であるこ
とを理解できるはずで、最初から児童生徒への方言教育を投げ出すようなことはなくなる
のである。 
児童生徒への方言教育の目的については、佐藤（2015）ですでに述べている。ここでは
その概要を確認しつつ、児童生徒への方言教育は「方言で教える」という視点が中心であ
ることを述べ、現職教員への方言教育の必要性を確認したい。 
母語を日本語とする児童生徒への学校教育における方言教育には、（１）方言の保存継承
を目的とするもの、（２）共通語教育を目的とするもの、（３）言語教育の基礎づくりを目
的とするものの３つがある。（１）方言の保存継承を目的とする方言教育は、消滅の危機に
瀕する地域の方言を守り保存していこうとする活動を学校教育に積極的に取り入れたもの
である。（２）共通語教育を目的とする方言教育は、現行の国語科学習指導要領のもとで行
われている教育であり、方言と共通語とを対比させることにより、方言のよさを認識させ
つつ、共通語で話す時と場を意識させ共通語を駆使できるように指導するものである。（３）
言語教育の基礎づくりを目的とする方言教育は、日本語のバラエティに限ることなくすべ
ての言語のバラエティに着目する言語教育である。 
（１）方言の保存継承を目的とする方言教育は、具体的な地域の方言を直接的に扱うと
いう意味において「方言を教える」という観点が上記 3 つの教育の中では最も強い。しか
しながら、この教育の目的は地域の方言の具体的な保存継承ではあるものの、その根本的
な目的は母国語である日本語における方言の価値やその重要性を認識し、日本語方言を保
存継承していこうとする態度を育てることである。したがって、「方言で教える」という観
点こそがその中心である。（２）共通語教育を目的とする方言教育は、方言と共通語との役
割やそれぞれのよさの違いを比較対照しながら必要に応じて共通語を話すことを目的とし
ているものであって、まさに共通語を「方言で教える」ものである。（３）言語教育の基礎
づくりを目的とする方言教育は、方言を言語体系としてとらえることを通して、様々な言
語を様々な言語体系としてとらえることができる感覚やセンスを磨こうとするもので、言
語体系を「方言で教える」ものである。以上、これら３つの目的はすべて、学習指導要領
「国語科」の目標である「国語を適切に表現し正確に理解する能力を育成し、伝え合う力
を高めるとともに、思考力や想像力及び言語感覚を養い、国語に対する関心を深め国語を
尊重する態度を育てる。」に収斂されるものである。つまり、児童生徒への方言教育は国語
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教育そのものである。指導者である現職教員が、方言の価値やその重要性、方言と共通語
との役割やそれぞれのよさを認識し、方言を言語体系としてとらえるというような方言に
関する基礎的な知識と教養を有していれば、児童生徒への方言教育は「方言で教える」と
いう視点で国語教育として成立するのである。そのためには、方言に関する知識と教養を
身につける現職教員への方言教育が必要なのである。 
 
 
４ 教育課程の編成と実施から見た現職教員への方言教育の必要性 
現職教員への方言教育の必要性を教育課程の編成と実施の面から述べる。 
現職教員の方言に対する知識、意識、感覚が一般的であるという実態を踏まえると、児
童生徒への実質的で具体的な運用権を持つ現職教員への方言教育は重要さが増すとともに、
その必要性は明らかである。ここでは、各学校において、「国語」や「総合的な学習の時間」
等で方言を扱った授業がどのような過程を経て計画され、実施されるのかを見るなかで、
現職教員への方言教育の必要性について述べる。 
各学校は、基本的に、教育課程の基準として文部科学大臣が公示する学習指導要領によ
って、教育課程を編成する。各学校の教育課程の編成は、学校の責任者である校長が行う
ものであるが、学校は組織体であるから、教育課程の編成作業は当然ながら全教職員の協
力の下で行われる。文部科学省編（2016）では、学校の運営組織を生かし、「各教職員がそ
れぞれの分担に応じて十分研究を重ねるとともに教育課程全体のバランスに配慮しながら，
創意工夫を加えて編成することが大切である」とされている。そこで、「国語」をはじめと
する各教科並びに「総合的な学習の時間」は、創意工夫を生かした教育課程を各学校で編
成することが求められており、各学校は、地域や学校の実態及び児童の心身の発達の段階
や特性を考慮し、教師の創意工夫を加えて編成することとなる。 
具体的には、学習指導要領に則って校長の指導の下、各学年部会や各教科等の部会に所
属する現職教員が各学校の教育課程（場合によっては、その原案）を編成することとなる。
例えば、「総合的な学習の時間」の教育課程の編成を想定した場合、編成に携わる現職教員
間に方言に関する知識や意識が共有されていれば、あるいはそのような現職教員が教育課
程の編成チームにいれば、当該学校や当該地域の実態及び児童生徒の心身の発達の段階や
特性と方言という観点がマッチングしたときには、当該学校の教育課程に方言に関する内
容が採用される可能性は高くなるのである。また、「国語」の教育課程を想定した場合にお
いても、小学校の場合は主に 5 年生（中学校の場合 2 年生）で方言と共通語を扱うわけで
あるが、学習指導要領に則って、国語部会の教育課程編成チームにおいて、上述と同様の
条件がそろえば、単元において方言と共通語を扱う時間数が当該学校では増加することも
あり得るのである。 
教育課程の編成が決定した後には、その実施の段階になる。教育課程ではそれぞれの単
元の目標、学習指導要領における指導事項、授業時数の配当、年間指導計画例などが示さ
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れることが一般的である。その実施に当たっての細部は、授業者である指導者、つまりは
現職教員がそれを運用・展開することになる。この場面においても、この現職教員が、方
言教育を受けているか否かでは、児童生徒になされる方言教育に相当の開きがあると考え
られる。授業者が方言教育を受け方言に関する知識や意識を持っていれば、より教育効果
の高い有効な授業展開がなされることが想定される。反面、この授業者が方言に対する意
識や知識が低く、その感覚も一般的であれば、通り一辺倒の授業がなされないとも限らな
い。最悪の場合、方言と共通語に関する教材文を読んでその単元は終了などという授業が
展開されないとも限らない。本章の始めに「児童生徒への実質的で具体的な運用権を持つ
現職教員」という記述をした意味はここにあるのである。 
このように、各学校における児童生徒への方言教育の質は、教育課程の編成と実施の 2
段階において向上する機会があり、そのカギを握るのは現職教員の方言（教育）に対する
知識や教養である。そして、それらを高める最も有効な手立ては、現職教員への方言教育
なのである。 
 
 
５ 現職教員への方言教育の実例 
５.１ 教員免許状更新講習と方言教育の講座の概要 
 筆者は、平成 24（2012）年から毎年度、教員免許状更新講習において現職教員への方言
教育を含む講座を開設している。 
教員免許状更新講習とは、平成 19（2007）年 6 月の改正教育職員免許法の成立により、
平成 21（2009）年 4 月 1 日から導入された教員免許更新制の下で行われる講習である。そ
の目的は、文部科学省によれば、「その時々で求められる教員として必要な資質能力が保持
されるよう、定期的に最新の知識技能を身に付けることで、教員が自信と誇りを持って教
壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることを目指すもの」である。受講対象者は、2 年間で
30 時間以上の免許状更新講習の受講・修了が必要である。講習のための講座の種別として
は、必修、選択必修、選択の 3 種がある。教員免許更新制の詳細については、文部科学省
ホームページ（注 1）を参照されたい。 
筆者の実施する現職教員への方言教育を含む講座名は「国語科教育と美術・図画工作科
教育の融合「方言かるた作りを通して」」である。当該講座は、6 時間の講座で、教員免許
状更新講習の種別としては、選択の講座の一つである。担当指導者は、筆者と図画工作（美
術）教育法の担当者である本多正直氏の 2 名である。 
講座の概要は、国語科における「方言と共通語」の学習と図画工作の学習とを融合した
方言かるたづくりを学習指導に取り入れる方法を現職教員に指導するものである。前半で
は、方言学の基礎および群馬県方言の概要を学び、方言かるたの読み札を考案する。後半
では、読み札にあった情景を思い浮かべ、アイデアスケッチをもとに、絵札の制作を行う。
その前半部分が現職教員への方言教育に当たる。以下では、現職教員への方言教育実践を
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「1.導入」「2.方言概説」「3.群馬県方言の位置づけとその特徴」「4.日本人の方言のとらえ方
の変化」「5.方言と教育」の 5 場面に分けて報告する。 
 
５.２ 現職教員への方言教育の実例 
5.2.1 導入 
現職教員への方言教育の導入場面では、自方言に興味を持つことを主目的に据え、「やっ
てんべぇ 上州弁チェック」と題して、10 項目の質問を用意し、受講者に自己採点方式で
自方言を内省していただく。各質問には複数の選択回答を用意し、それぞれの回答に配点
しておく。その点数を合計することで、自己の持ち点が算出できるように、記入用紙を用
意しておく。すべての質問終了後に、自己の持ち点の合計点で上州弁のレベルを自己診断
できるように、上州弁レベル 5～上州弁レベル 1 までを用意しておく。次に示すスライドは、
「やってんべぇ 上州弁チェック」の 10 項目の質問、選択回答及び配点である。 
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5.2.2 方言概説 
 導入後は、方言概説を説いている。一般に方言と呼ばれるものは、研究の世界では「俚
言」と呼ばれ言語体系の一部として扱われているということ、方言は言語の体系として
とらえることができるということを、具体例を示しながら述べる。次に示すスライドは
その説明に使用するものである。 
 
   
   
 
5.2.3 群馬県方言の位置づけとその特徴 
 ここでは、方言概説を受け、日本語方言の中での群馬県方言の位置付けを示している。
方言区画上の群馬県方言の位置を示すことで、群馬県方言が東京方言に近く、そのことか
ら群馬県民の方言の使用意識が低いことなども受講者の納得するところとなる。また、群
馬県方言といっても、ある程度の地域差が存在することも、ここで触れる。次のスライド
は、その解説で用いるものである。 
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また、ここでは、群馬県方言の特徴について「ぐんま方言かるた」の読み句を具体例と
して挙げながら述べている。「ぐんま方言かるた」の中に群馬県方言の特徴を意図的に取り
上げていることを明示することで、方言かるたづくりの際の読み句の作成方法の指針とな
ることを意図している。次に示すスライドは、群馬県方言の特徴として 7 つをあげ、その
第 1「音声の特徴」を説明するスライドである。紙面の都合上、第 2～第 7の説明スライド
は割愛する。 
 
   
 
5.2.4 日本人の方言のとらえ方の変化 
 群馬県方言の特徴について述べた後は、日本人の方言のとらえ方の変化について述べて
いる。日本人の方言に対するとらえ方が、時代とともに変化しており、現在もその流れの
中にあることを認識させる意図がある。次に示す左端スライドに示すような流れを大まか
に説明することになる。現職教員の傾聴度が高いものは、教育に関係が深い「方言札」や
現代のいじめにもつながる「方言コンプレックス」である。また、現代が方言を楽しむ時
代、方言を保護するものとして尊重する時代、方言の力を生かしていこうとする時代であ
るということについても、受講者の納得が得やすい。そこでは、具体例として、方言コマ
ーシャル、方言版の映画主題歌、方言ラジオ体操、方言みやげ、方言キャッチコピー、方
言エール等を示しているが、ここでは、方言みやげ、方言キャッチコピーのスライドを示
す。 
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5.2.5 方言と教育 
 最後に、まとめという形で、方言と教育について述べる。講座の趣旨である方言かるた
づくりに絡めながら、方言と教育との関係について述べている。しかしながら、現職教員
が教育現場に戻った際に、方言かるたづくりに留まることなく、柔軟な思考と学校現場の
実態に合わせた形で、方言を教育に取り入れていただけるようにまとめることを心掛けて
いる。次に示すスライドは、方言かるたの教育的意義とまとめである。このほかに、方言
かるたの種類や読み句の制作過程などに触れているが、ここでは割愛する。 
 
   
 
 
６ おわりに 
本稿では、現職教員への方言教育の必要性を主張し、筆者の実践を具体例として紹介し
た。 
現職教員には、教育基本法第 9 条、教育公務員特例法第 21 条等により、研修の義務が課
せられている。そして、現職教員の任命権者にも初任者研修や 10 年経験者研修など研修実
施の義務が課せられている。これらにより、各都道府県や政令都市によって、また現職教
員個々によって、その形式や様態は異なるにしても、様々な研修が行われていることであ
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ろう。それらの研修の中で、本稿の主張するところの方言を扱ったものがどれほどあるか
と言えば、決して多くはないのが実態であろう。 
このような中にあって、教員免許状更新講習は、大学側が主体的に開講することができ、
かつ現職教員側が自主的に学べるという研修の場である。そして、本項第 4 章で述べたと
おり、現職教員の方言に対する意識改革は、学校教育における方言の教育的価値を直接的
に高める有効な手立てである。大学をはじめとする教育研究機関の方言研究者の方々には、
ぜひともこの教員免許状更新講習という研修の場を設定・活用して、現職教員への方言教
育を展開していただきたい。それにより、現職教員の方言に対する意識を高め、学校教育
において方言が有効に扱われることを願うものである。 
 
 
 
注 
注 1 文部科学省ホームページ「教員免許更新制」（2017 年 1 月 26 日閲覧） 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/koushin/ 
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